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１．法人の負担する国税・地方税と課税標準

国外所得 国内所得
支払給与
雇用

支払利子 支払賃料 資本金 償却資産 土地・家屋

法人税
（国税）

法人住民税
（法人税割）

（都道府県税、市町村税）

法人事業税
（所得割）

（都道府県税）

法人事業税
（外形標準課税）
（都道府県税）

法人住民税
（均等割）
（市町村税）

事業所税
（従業者割）
（市町村税）

法人住民税
（均等割）
（都道府県税、
市町村税）

固定資産税
（市町村税）

都市計画税
（市町村税）

事業所税
（資産割）
（市町村税）

地方法人税
（国税）

地方法人
特別税

（国税扱い）
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２．欠損法人の税負担（平成23年度決算額）
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出所：平成23年度「道府県税の課税状況等に関する調」、「市町村税の課税状況等に関する調」、「固定資産の価格等の概要調書」等を基に作成。
＊固定資産税（土地、家屋）は課税標準額の法人割合分を計上
＊都市計画税は、宅地の課税標準額の法人割合分で推計して計上
＊欠損法人の負担額は、法人事業税（外形標準課税）以外は、「道府県税の課税状況等に関する調」に基づく欠損法人（73%）、利益法人（27%）の割合で単純推計

欠損法人でも約4.5兆円規模を負担
（*欠損法人割合で単純推計）

法人税
（所得課税）

所得にかかわらず負担する税
（外形課税）

所得に応じて負担する税

国税地方税

・法人住民税法人税割
・法人事業税所得割
（地方法人特別税を含む）

・法人住民税均等割
・法人事業税
（外形標準課税）

・固定資産税
・都市計画税
・事業所税



国名 税 動向

ドイツ 営業税
1980 営業税の「賃金課税」部分を廃止
1998 営業税の「資本金課税」部分を廃止（所得に対する課税は存続）

フランス 職業税

2003 職業税の「支払給与額」に対する課税を廃止
2010 職業税を廃止（「建物、土地、設備（償却資産）」に対する課税を廃止）
2010 国土経済拠出金（企業不動産負担金、企業付加価値負担金）を創設

・企業不動産負担金の課税標準：不動産賃貸価値（償却資産は除く）
・企業付加価値負担金の課税標準：企業の付加価値（売上高等－原材料費等）

米国
（ミシガン州）

単一事業税

1999 単一事業税の廃止を決定
2007 単一事業税（課税標準：資産、賃金、売上）を廃止
2008 事業税（課税標準：売上、法人所得）を代替措置として創設
2011 現行事業税を廃止し、連邦税法上の課税所得を基にした法人所得課税を創設

３．外形標準課税
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【外形標準課税の国際的動向】



４．外形標準課税（付加価値割）（１）
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付加価値額 単年度損益
収益配分額

（報酬給与額＋純支払利子
＋純支払賃借料）

＝ ＋

純支払利子

純支払賃借料

出所：平成23年度「道府県税の課税状況等に関する調」における課税対象額を基に作成

【付加価値割の概要】

付加価値割額 ＝ 付加価値額 ｘ 0.48％

付加価値割の内訳

報酬給与額

単年度損益



収益配分額（200）

「報酬給与額」が「収益配分額（*）」の70％相当額を超える場合には、雇用安定控除として、「付加価値額」から
一定額（雇用安定控除額）を控除する。（地方税法72条の20、地方税法施行令20条の2の18）

（*）収益配分額＝報酬給与額＋純支払利子＋純支払賃借料（単年度損益は除く）

【雇用安定控除の仕組み】

５．外形標準課税（付加価値割）（２）
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報酬給与額
160 （収益配分額に占める割合約80%）

純支払
利子
20

純支払
賃借料
20

単年度
損益
20

付加価値額 200
付加価値額［収益配分額（200）+単年度損益（20）] ‐雇用安定控除額（20）

雇用安定
控除額
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（例）A社 報酬給与額：160 収益配分額：200

報酬給与額
180 （収益配分額に占める割合約82%）

純支払
利子
20

純支払
賃借料
20

単年度
損益
20

付加価値額 214
付加価値額［収益配分額（220）+単年度損益（20）] ‐雇用安定控除額（26）

雇用安定
控除額
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（例）A社 報酬給与額：180 収益配分額：220

賃金が 20
増加すると

付加価値額も 14増加
（報酬給与額の70%増加）

税負担増

収益配分額（220）

雇用安定控除額=報酬給与額（160）‐【収益配分額（200）x70%】=160‐140=20

雇用安定控除額=報酬給与額（180）‐【収益配分額（220）x70%】=180‐154=26



６．外形標準課税（付加価値割）（３）

6出所：平成23年度「道府県税の課税状況等に関する調」を基に作成。

・70％を下回る場合
⇒賃金増加額の100％が課税対象

・70％を超えた場合
⇒賃金増加額の70％は課税対象

・賃金増加額の70％は課税対象

　　　　　　　区分
資本金別 70％以下の法人数 70％超の法人数

1億円超～
10億円未満

2,035 14,670

10億円 41 265

10億円超～
50億円未満

433 2,973

50億円 13 69

50億円超～
100億円未満

86 686

100億円以上 188 1,104

計 2,796社 19,767社

収益配分額に占める報酬給与額の割合

【収益配分額に占める報酬給与額の割合における法人数】

例え賃金
が増加し
ても・・・



７．地方法人課税の偏在性
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【人口１人当たりの都道府県別税収額の格差（平成２３年度決算額）】

最大／最小値

法人住民税 ５．７倍

法人事業税 ５．１倍

個人住民税 ２．９倍

地方消費税 １．８倍

法人住民税、法人事業税は偏在性が非常に高い

出所：総務省「平成23年度道府県税徴収実績調」及び
「平成23年度市町村税徴収実績調」を基に作成
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